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連結株主資本等変動計算書
（自　平成28年 4 月 1 日

至　平成29年 3 月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,661,467 290,602 14,389,946 △ 33,885 16,308,131
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 331,161 △ 331,161

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,014,577 1,014,577

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,036 △ 1,036

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 683,415 △ 1,036 682,378
平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,661,467 290,602 15,073,362 △ 34,922 16,990,509

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 571,817 △ 443 △ 125,245 446,129 16,754,260
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 331,161

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,014,577

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,036

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 511,839 △ 10,930 △ 18,015 482,893 482,893

連結会計年度中の変動額合計 511,839 △ 10,930 △ 18,015 482,893 1,165,272
平 成 2 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,083,656 △ 11,373 △ 143,260 929,022 17,919,532

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書



（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数および連結子会社の名称
連結子会社の数………………………４社
連結子会社の名称……………………株式会社エネックス

近畿石油輸送株式会社
株式会社ニュージェイズ
株式会社ＪＫトランス

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称…………………秋田石油基地防災株式会社

関東オートメンテナンス株式会社
株式会社ニチユ
東京液体運輸株式会社

連結の範囲から除いた理由
　これらの子会社は、事業規模も小さく、４社の合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰
余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社数および会社の名称

持分法を適用した関連会社の数……１社
会社の名称……………………………日本オイルターミナル株式会社

⑵　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称等
会社の名称……………………………秋田石油基地防災株式会社

関東オートメンテナンス株式会社
株式会社ニチユ
東京液体運輸株式会社

持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金等(持分に見合う額)に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

　　なお、持分法を適用しない関連会社はありません。
３．連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有　価　証　券
その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
② デ リ バ テ ィ ブ……………………時価法
③　た な 卸 資 産

貯　　蔵　　品……………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取
得した建物附属設備および構築物については、定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物  3 ～60年
機械装置及び運搬具  2 ～17年
コ ン テ ナ  2 ～ 7 年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　賞 与 引 当 金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
②　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
③　修 繕 引 当 金

　タンク車等に対する定期検査費用の支払に備えるため、経過期間に対応する支出見込額を計上しております。
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⑷　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
②　ヘッジ会計の処理

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしていることから
振当処理を採用しております。

③　退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控
除した額を計上しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５
年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。

④　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告
第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築
物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会
計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

貯　　蔵　　品 50,823千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 51,346,516千円
３．貸出コミットメントおよび当座貸越契約

（未実行残高) 6,020,000千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普　通　株　式 3,322,935株
２．配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額（＊)(円) 基　準　日 効力発生日

平 成 2 8 年 ６ 月 2 9 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 198,699 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月11日
取 締 役 会 普通株式 132,462 4.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日

計 331,161

（＊)平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っておりますが、上記配当金につきましては、当該株式
　　 の併合前の株式数を基準に配当を実施いたしました。
⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案することを予定
しております。

① 配 当 金 の 総 額 132,448千円
② １株当たり配当額 40円00銭
③ 基 準 日 平成29年３月31日
④ 効 力 発 生 日 平成29年６月30日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
　また、平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っているため、上記配当金につきましては、当
該株式の併合後の株式数を基準に配当を実施いたします。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関からの借入によっ
ております。デリバティブ取引は、後述する為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ
ります。
　受取手形及び売掛金に係る信用リスクについては、当社グループの経理規程他諸規程に従い、取引先取引ごとの期日管
理および残高管理を行っております。また、投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、
上場株式については定期的に時価や財務状況等を把握しております。
　長期貸付金は、主に土地の賃貸借契約に伴う建設協力金であり、契約締結前に対象物件の権利関係等の確認を行うとと
もに、期日管理および残高管理を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金については、短期借入金は主に運転資金であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達でありますが、連結
決算日現在の長期借入金残高はありません。
　リース債務については、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。
　デリバティブ取引は、外貨建て固定資産購入による債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替
予約取引であります。当該取引にあたっては、一定の社内ルールに従い、購買担当部門の為替予約依頼に基づき、経理部
門が取引の実行、予約償還額および残高の管理を行っております。また、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定
しているため、信用リスクは僅少であります。
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち36.5％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、金額が小さく重要性の乏しいものは、次表には含まれておりません((注2)参照)。

連結貸借対照表
計上額（＊)(千円) 時　価（＊)(千円) 差　額(千円)

(1) 現 金 及 び 預 金 2,311,736 2,311,736 －
(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,541,131 3,541,131 －
(3) 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 4,462,522 4,462,522 －
(4) 長 期 貸 付 金 48,153 45,661 △ 2,492
(5) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (1,938,981) (1,938,981) (－)
(6) 短 期 借 入 金 (407,987) (407,987) (－)
(7) 未 払 金 (655,927) (655,927) (－)
(8) リ ー ス 債 務 (5,801,033) (5,816,518) (15,484)
(9) デ リ バ テ ィ ブ 取 引 (16,428) (16,428) (－)

(＊)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

(1)　現金及び預金、ならびに(2)　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)　投資有価証券
　上場株式は取引所の価格によっております。非上場株式のうち、持分法適用会社の株式は投資損益を含む連結貸借対照表計上額
を、その他の非上場株式は、売却予定がないため評価額の見積もりが難しく金額の重要性が小さいため連結貸借対照表計上額をそ
れぞれ時価としております。

(4)　長期貸付金
　時価について、その将来のキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。

(5)　支払手形及び買掛金、(6)　短期借入金、ならびに(7)　未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(8)　リース債務
　元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。な
お、リース債務は流動負債、固定負債を合計しております。

(9)　デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格によっております。

(注2) 長期借入金は該当するものがありません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地、事務所および住宅等を有しております。
２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額(千円) 時　価(千円)

1,215,142 5,317,842

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含

む。)であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 5,416円42銭
２．１株当たり当期純利益 306円65銭

　当社は平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っております。当該株式の併合が当連結会計年度
の期首に行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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株主資本等変動計算書
（自　平成28年 4 月 1 日

至　平成29年 3 月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
配 当 引 当
積 立 金

自 家 保 険
積 立 金

特 別 償 却
準 備 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

平成28年４月１日残高 1,661,467 290,602 290,602 415,366 100,000 500,000 394,532 316,799 280,000

事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
特別償却準備金の取崩 △ 78,651

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 6,563
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － △ 78,651 △ 6,563 －

平成29年３月31日残高 1,661,467 290,602 290,602 415,366 100,000 500,000 315,880 310,235 280,000

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計その他利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益剰余金

平成28年４月１日残高 8,446,757 10,453,456 △ 28,178 12,377,348 543,560 △ 443 543,117 12,920,466

事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 331,161 △ 331,161 △ 331,161 △ 331,161

当 期 純 利 益 778,932 778,932 778,932 778,932

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,036 △ 1,036 △ 1,036

特別償却準備金の取崩 78,651

固定資産圧縮積立金の取崩 6,563
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 385,105 △ 10,930 374,174 374,174

事業年度中の変動額合計 532,985 447,771 △ 1,036 446,734 385,105 △ 10,930 374,174 820,909

平成29年３月31日残高 8,979,743 10,901,227 △ 29,215 12,824,082 928,666 △ 11,373 917,292 13,741,375
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準および評価方法

⑴　有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価法

　その他有価証券
時価のあるもの……………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの……………………移動平均法による原価法

⑵　デリバティブの評価基準および評価方法
デ リ バ テ ィ ブ………………………時価法

⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法
貯　　蔵　　品………………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備および構築物については、定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

車 両  4 ～11年
コンテナ  2 ～ 7 年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶　リ ー ス 資 産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。
３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
４．引当金の計上基準

⑴　貸 倒 引 当 金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞 与 引 当 金
　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
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⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

⑸　修 繕 引 当 金
　タンク車等に対する定期検査費用の支払に備えるため、経過期間に対応する支出見込額を計上しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⑵　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異
なっております。

⑶　ヘッジ会計の処理
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしていることから振
当処理を採用しております。

⑷　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告
第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に
係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年
度から適用しております。

－ 11 －

個別注記表



（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 38,390,115千円
２．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 121,842千円
長期金銭債権 1,947,436千円
短期金銭債務 3,834,594千円

３．貸出コミットメントおよび当座貸越契約
　　（未実行残高) 6,020,000千円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

　営業取引による取引高
売 上 高 640,330千円
売 上 原 価 14,962,091千円

営業取引以外の取引による取引高 405,352千円
２．固定資産圧縮損は、国庫補助金の受入により取得価額から直接控除した額であります。

コ ン テ ナ 35,550千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普　通　株　式 11,721株
　当社は平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 48,924千円
未払事業税 13,538千円
退職給付引当金 252,459千円
長期未払金 12,132千円
修繕引当金 74,035千円
有価証券等評価損 79,881千円
貸倒引当金 91,314千円
一括償却資産 4,723千円
その他 38,004千円

繰延税金資産小計 615,016千円
評価性引当額 △ 180,372千円

繰延税金資産合計 434,643千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 136,428千円
特別償却準備金 139,261千円
その他有価証券評価差額金 387,775千円

繰延税金負債合計 663,466千円
繰延税金負債の純額 228,823千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社およびその他の関連会社の子会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
または
出資金

（千円）

事業の内容
または職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱エネックス 東京都
品川区 100,000

石 油 類 、 高 圧
ガス、石油化学
製品等の自動車
輸送および油槽
所 管 理 業 務

所有
直接

100.0%
輸送の委託
役員の兼任

石 油 類 、 高 圧
ガ ス 、 化 学 製
品 等 輸 送 の
委託

12,034,171 営業未払金 1,337,309

その他の
関係会社
の子会社

ＪＸエネ
ルギー㈱

東京都
千代田区 139,437,385 石油製品の販売 なし

鉄道タンク車
輸送、タンク

 ローリー輸送、
 役員の兼任

タンク車、タン
ク ロ ー リ ー 輸
送収入

11,349,085 営業未収入金 1,292,053

（注）１．㈱エネックスへの石油類、高圧ガス、化学製品等輸送の委託については、独立した第三者間の取引を勘案し、協議の上決定しております。
２．ＪＸエネルギー㈱は平成29年４月１日付けでＪＸＴＧエネルギー㈱へ商号を変更しております。
３．ＪＸエネルギー㈱からのタンク車、タンクローリー輸送収入については、一般の取引条件を勘案して決定しております。
４．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 4,149円95銭
２．１株当たり当期純利益 235円22銭
　　当社は平成28年10月１日付で株式10株につき１株の株式の併合を行っております。当該株式の併合が当事業年度の期首
　に行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 14 －

個別注記表


